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Ⅰ．土地・建設産業局関係予算概算要求総括表 

 

 
  

（単位：百万円）

前 年 度 倍　率

予 算 額

(A) (B) (A／B)

１．不動産情報インフラの整備 17,409 2,260 16,172 1.08

　（１）地籍整備の推進 12,696 2,130 11,385 1.12

　　うち・地籍調査の推進 12,029 1,560 10,978 1.10

　　　　　※この他、復興関係経費 12百万円がある。

　　　　・効率的な手法の導入推進等による地籍調査
　　　　　の円滑化・迅速化

340 340 160 2.13

　　　　・民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備
　　　　　の推進

230 230 119 1.93

　（２）不動産情報の整備・提供の充実等 4,713 130 4,788 0.98

　　うち・地価公示の着実な実施 3,754 0 3,740 1.00

　　　　・不動産情報の動向指標の提供・充実 130 60 70 1.87

　　　　・地方への投資促進に向けた地価情報等の発信強化 40 40 0 皆増

２．不動産市場の環境整備 460 340 198 2.33

　　うち・空き家等の流通・活用促進事業 60 60 43 1.40

　　　　・所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 90 90 54 1.68

　　　　・ESG投資等の国際的な動向に対応した不動産投資市場
　　　　　の活性化

60 60 0 皆増

３．建設市場の環境整備 904 508 532 1.70

　　うち・建設産業の働き方改革の推進 241 100 104 2.32

　　　　・誰もが安心して働き続けられる環境整備 208 138 46 4.49

　　　　・建設分野における外国人受入れの円滑化・適正化 270 270 224 1.21

４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 225 185 107 2.10

５．その他 324 0 270 1.20

合　　　　　　計 19,321 3,293 17,279 1.12

（注１）上記の「地籍調査の推進」経費は、地籍調査費負担金及び社会資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分である。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

（注３）上記金額には、臨時・特別の措置は含まれていない。

うち
新しい日本の
ための優先課
題推進枠

区　　　　　　分

令和２年度
要求・要望額
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Ⅱ．土地・建設産業局関係予算概算要求の基本方針 
 

令和２年度土地・建設産業局関係予算概算要求においては、 

・新たな十箇年計画の下での地籍整備の効率的かつ重点的な推進 

・地価公示の着実な実施、不動産情報の動向指標の提供・充実 

・空き家等の流通・活用・管理の推進、所有者不明土地法の円滑な運用に向けた支援 

・ＥＳＧ投資等の国際的な動向に対応した不動産投資市場の活性化 

・賃貸住宅管理業等不動産業の健全かつ持続的な発展に向けた環境整備 

・新・担い手３法を踏まえた建設産業の働き方改革、担い手の確保・育成の推進 

・地方公共団体等における施工時期の平準化の推進 

・建設分野における外国人受入れの円滑化・適正化 

・建設企業等の海外ビジネス環境整備・ビジネス機会の創出の推進 

等に重点的に取り組む。 

 

 
 

 

総     額：１９，３２１百万円（１．１２） 

うち新しい日本のための優先課題推進枠：３，２９３百万円 

 

 
 

総     額：１２百万円 

 

  

一般会計 

東日本大震災復興特別会計 
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Ⅲ．主要施策 

１．不動産情報インフラの整備 

（１）地籍整備の推進 

地籍調査の効率的かつ重点的な推進 
  

１２，０２９百万円（前年度１０,９７８百万円） 

うち優先課題推進枠１，５６０百万円 
 

※ 上記の金額は、地籍調査費負担金及び社会資本総合整備事業の

社会資本整備円滑化地籍整備事業分である。 

※ この他、復興関係経費（復興庁計上 12 百万円）がある。 

※ 上記金額には、臨時・特別の措置は含まれていない。 

  

 地籍調査は、災害後の迅速な復旧・復興、社会資本整備、土地取引の円滑化等のために

も着実な推進が求められるが、平成 30 年度末時点の全国の進捗率は約 52％にとどまって

いる。 

 今後、国土調査法等の改正や令和２年度を始期とする第 7 次国土調査事業十箇年計画の

策定を通じ、所有者不明の場合等であっても円滑に調査を進めるための手続の見直しや、

都市部・山村部の地域特性に応じた効率的な調査手法の導入を図りつつ、政策効果の高い

地域での地籍調査を重点的に支援することにより、地籍調査を推進する。 

 

＜内 容＞ 

・ 市町村等が実施する地籍調査の経費の一部に対して、負担金を交付 

・ 交付にあたっては、インフラ整備の円滑化、防災対策の推進、都市開発等の活性化、

森林施業等の円滑化、所有者不明土地対策に資する地籍調査を重点的に支援 
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国土交通省では、所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（令和元年 6 月 14 日

所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議決定）に基づき、所有者不明の場合等

を含めて調査を円滑化・迅速化するための方策について、国土審議会土地政策分科会企画

部会「国土調査のあり方に関する検討小委員会」において検討を進め、その方向性を令和

元年 6 月 28 日に「報告書」として公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 
   

（参考）次期十箇年計画の策定に向けた地籍調査の円滑化・迅速化の方向性 

国土調査のあり方に関する検討小委員会 報告書（令和元年 6 月 28 日公表）概要 

上記の方向性に沿って、令和２年度からの「第７次国土調査事業十箇年計画」の

策定に向け、次期通常国会における国土調査法及び国土調査促進特別措置法の

改正を目指す。 

概  要  

○ 防災やまちづくりの観点から、道路等と民地

との境界（官民境界）を先行的に調査し、国

土調査法上の認証を得て公表。 

○ リモートセンシングデータを活用した新手法の導

入により、現地での立会や測量作業を効率化。 

地籍図案の閲覧 
（意見の申出） 

測量 
地籍調査の 

手続（概要） 

所有者の探索に

つながる情報が

利用できない 

所有者の所在不明等

により確認が得られ

ず、調査不可 

探索が際限なく

行われ時間が

かかる 

地籍調査主体の調

査だけでは筆界の

特定が困難 

遠方居住、現地

急峻等で現地立

会が困難 

現地調査 

（所有者の現地立会） 

土地所有者 

の探索 

リモートセンシングデータを活用して作成した

筆界案を集会所等で確認（イメージ） 

これまで 

見直し 

 ※その後、民間等の

測量成果も活用

し、効率的に地籍

調査を実施 
 
 ※街区を形成する道

路等の管理者等

とも更に連携 

（２）都市部の地籍調査の迅速化 

関連情報へ

のアクセスを

円滑化 

探索の範囲

を合理化 

筆界案の公告

等により、調査

を実施 

郵送や集会所

での確認等を

導入 

法務省の筆界特

定制度を必要に

応じて活用 

現行の課題： 立会を求める所有者の所在が不明な場合等は、調査が不可能（※）。 

①所有者の所在を探索しやすくする 

②探索しても所有者の所在が不明な場合等には、筆界案の公告等により調査を進め、

地籍図を作成できることとする （※ 筆界について明確な既存資料がある場合を除く。） 

完成 

（３）山村部の地籍調査の迅速化 

官民境界の先行調査（イメージ） 

（１）現地調査等の手続の見直し 
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効率的な手法の導入推進等による地籍調査の円滑化・迅速化 
  

３４０百万円（前年度１６０百万円） 

うち優先課題推進枠３４０百万円 
  

地籍調査の円滑化・迅速化のために導入する地域特性に応じた先進的・効率的な手法に

ついて、国が当該手法を活用して地籍調査に役立つ基礎的な情報を整備し、当該手法の活

用事例を蓄積・普及させることで、市町村等における効率的な地籍調査手法の導入推進を

図る。 

また、地籍調査の円滑な推進のため、地籍調査の経験豊富な有識者を市町村等に派遣し、

調査上の課題の克服に向けた助言を行う仕組みを構築するとともに、国が新制度や新手法

の周知・普及を図ることにより、市町村等への支援を強化する。 

 

＜内 容＞ 

 ○効率的手法導入推進基本調査 

効率的な地籍調査手法の市町村への導入推進を図るため、以下の取組を国が実施 

・ MMS（モービルマッピングシステム）による計測データ、民間測量成果、公物管

理者が保有する情報等を活用した、官民境界の基礎的情報の整備 

・ 空中写真、航空レーザ測量データ等のリモートセンシングデータの整備 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○地籍調査推進のための支援体制の強化 

・ 市町村等が直面する調査上の課題を克服して、円滑に調査を進めるため、国が地

籍調査に関する豊富な知識や経験を有する有識者（地方公共団体の職員・元職員等

で国が指定する者）を派遣し、助言を行う仕組みを構築 

・ 新制度・新手法の周知・普及のための事例集や地籍調査担当者向けのマニュアル

の整備、進捗状況のＷｅｂサイトでの発信強化等を実施  

地域特性に応じて実施 

○ MMS（モービルマッピングシステム）等活用型 ○ リモートセンシングデータ活用型 

・ 航空機等を用いて空中写真や航空レーザ測量等のリモート

センシングデータを広範囲で取得することで、机上で測量作

業が可能となり、山村部での現地測量コストを削減。 

・ リモートセンシングデータを活用して作成した筆界案を集会

所等で確認することにより、現地立会いによらない効率的な

確認手法に活用可能。 

 MMS による計測 

航空機等による計測 

［空中写真］ 

［微地形表現図］ 

公物管理者情報の活用 

民間測量成果の活用 

［林相図］ 

計測結果等を基にした 

各種データの整備・提供 

MMS の成果や民間測量

成果、公物管理者情報か

ら官民境界案を作成 

・ MMS を搭載した車を走行させることで広範囲のデータを短期間で計測

可能であり、現地測量コストを削減。 

・ 現地の写真や三次元データ、その他既存データを基にした現地立会いに

よらない効率的な確認手法（筆界案送付）に活用可能。 

（参考）MMS（モービルマッピングシステム）とは 

  車両等に３Ｄレーザスキャナ・カメラ及び自車位置姿勢データ取得装

置を搭載し、移動しながら道路及び周辺の地形・地物等を計測するシ

ステム。数値地形図データ等が効率よく作成できる。 

［空中写真］ 

［微地形表現図］ 

［林相図］ 

計測結果を基にした 
各種データの整備・提供 
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民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備の推進 
  

２３０百万円（前年度１１９百万円） 

うち優先課題推進枠２３０百万円 
  

地籍整備が特に遅れている都市部においては、防災対策や都市開発等に寄与する観点か

ら、地籍整備の一層の推進が求められている。このため、民間事業者や地方公共団体の公

共事業部局等が作成する地籍調査以外の測量成果であって、地籍調査と同等以上の精度を

有する測量成果について、地籍整備に活用するための支援を行う。 

 

＜内 容＞ 

都市部において各種測量を行う民間事業者等や、既存測量成果を活用しようとする地

方公共団体等が、積極的に 19 条 5 項指定申請を行えるよう、申請に必要な測量・調査

等に要する経費に対し、補助金を交付 

 

【地籍整備推進調査費補助金】 

事業主体：民間事業者、地方公共団体 

地域要件：人口集中地区又は都市計画区域 

対象経費：19 条 5 項指定申請に必要な測量・調査に要する経費 

（調査計画等策定、境界情報等整備、成果等作成） 

補 助 率：地方公共団体 １／２以内 

民間事業者 １／3 以内 
※間接補助の場合、地方公共団体の補助する額の１／２が限度 

 

 

 

 

  

宅地開発等 民間再開発等

測量成果の
更なる活用

【国土調査法第 19 条第 5項指定】 

土地に関する様々な測量の成果について、その精度・正確さが地籍調査と同等以上の場合には、当該成

果を地籍調査と同様に取り扱えるよう国土交通大臣等が指定する制度 

 

 

地籍調査以外の測量成果が国土調

査法に基づく指定（19条5項）を受ける

ことにより、地籍調査と同等の扱い

原則として地籍調査の実施は不要

国土調査法

地 籍 調 査

地籍調査以外の
測量・調査

成果の認証
（１９条２項）

成果の指定
（１９条５項）



- 7 - 

 

（２）不動産情報の整備・提供の充実等 

地価公示の着実な実施 
  

３，７５４百万円（前年度３，７４０百万円） 
  

不動産取引の指標や課税評価の基準等の役割を担う重要な制度インフラである地価公示

について、その役割を十分に果たすため全国２６，０００地点で着実に実施する。 

 

＜内 容＞ 

 〇地価公示 

・地価公示法に基づき実施 

・全国に２６，０００地点の標準地（調査地点）を設置し実施 

・１月１日時点における標準地の価格を３月に官報にて公表 

 

 

 

 

 

 

  

地価公示 

不動産の鑑定評価額の決定

にあたっての規準となる 

公共事業用地の取得価格の

算定にあたっての規準とな

る 

○相続税評価      

→公示価格の８割を目安 

○固定資産税評価    

→公示価格の７割を目安 

 

 

○融資先の担保対象不動産の

評価 

○自社所有不動産の時価評価 

標準地の「正常な価格」を

公示することで、一般の土

地の取引価格の指標となる 

一般の土地の取引 

不動産の鑑定評価 

経済指標 

地価の変動率は重要な経済指

標として使用されている 

課税評価 

公共事業用地の取得 

金融機関等 
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不動産取引価格情報の提供 
  

２５０百万円（前年度２２９百万円） 
  

 不動産取引の活性化のためには、不動産取引における情報の非対称性の解消、不動産市

場の透明性向上が必要。このため、不動産の取引当事者へのアンケート調査により、不動

産取引価格情報を収集し、四半期毎に、国土交通省ホームページにおいて提供を行う。 

 

＜内 容＞ 

 〇不動産取引価格情報の提供 

・対象物件の種類：更地（宅地）、建付地、中古マンション 等 

・情報提供項目 ：所在地、取引価格、土地の面積・形状、建物の用途・構造、 

延床面積、建築年、最寄駅、今後の利用目的 等 

・提供件数   ：約 366 万件（Ｈ18.4～Ｈ31.４累計） 

 

【不動産取引価格情報 提供 HP 画面】 
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不動産情報の動向指標の提供・充実 
  

１３０百万円（前年度７０百万円） 

うち優先課題推進枠６０百万円 
  

 リーマンショックの発生を受け、 IMF 等は、将来の金融危機の発生に備えて、市場動向

を把握するため、 G20 諸国に対し、経済・金融に関する統計整備を要請した。当該要請を

踏まえ、不動産市場の動向を的確に把握するため不動産価格指数及び取引量指数の作成・

公表を行う。 

 また、不動産市場に関する情報は、公的データでは取引価格しか整備されておらず、多

角的な分析のためには、官民が情報共有し、民間保有データも活用することが必要である。

特に、賃貸住宅市場においては、サブリース問題等のトラブルが発生しており、賃貸住宅

市場の分析のためには、賃料、空室率、利回り等の指標の整備が必要である。このため、

官民の情報連携に向けた検討を行い、多角的な指標の整備・公表を行う。 

 

＜内 容＞ 

○不動産価格の動向指標の構築経費 

  ・不動産価格指数（住宅・商業用不動産）の安定的な運用： 

指数算出用のデータの整備、算出プログラムの修正 

  ・不動産取引量指数の公表、運用： 

   指数算出用のデータの整備、算出プログラムの整備（2020 年度公表・ 

運用開始予定） 

 

○不動産市場動向の的確な把握のための官民情報連携に向けた環境整備 

  ・不動産の賃料・空室率・利回りに関する指数の整備・公表： 

民間保有データを活用した指標の整備・公表に向けた検討、プログラムの整備 

 

【不動産取引価格指数（住宅）】     【不動産市場における指標の整理イメージ】  
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地方への投資促進に向けた地価情報等の発信強化 
  

４０百万円【新規】 

うち優先課題推進枠４０百万円 
  

東京・大阪・名古屋の三大都市圏から地方圏へと地価の回復傾向が全国的に広がりを見

せる一方で、特に海外投資家による我が国の不動産への主な投資先は大都市に限られてい

るのが現状である。 

地方にも投資を呼び込み、更なる地方の活性化を推進し、地価の回復傾向を持続させる

ため、地方に関するタイムリーな地価情報等の発信を強化する。 

＜内 容＞ 

地方の都市等について、主要な地区における地価動向のほか、土地取引件数、取引価格、

取引利回り、インバウンドの動向等の投資判断に資する情報を整理して、四半期毎に発表 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

  

官民連携による地域の不動産情報の活用促進 
  

３０百万円【新規】 

うち優先課題推進枠３０百万円 
  

地価公示や取引価格情報の点のデータや、不動産取引価格指数のマクロのデータでは、

地域の不動産市場の実態把握や他の面的データとの連携が困難である。また、IT 技術の進

展を踏まえ、国が保有する情報を加工・提供することにより新たなサービス創出などにつ

ながる活用方策の検討が必要である。このため、民間と連携した新たな情報活用方法に関

する検討や不動産取引価格・取引量を面的に表示するためのモデルの構築等を行う。 

＜内 容＞ 

○ 情報通信関連企業等と連携した不動産市場動向に関する情報の活用方法に関する検討 

○ 不動産取引価格・取引量の動きを面的に表示するためのモデルの構築、企業や地方公

共団体向けの情報活用方法に関するガイドラインの策定 
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（５区除く）東京都内

東京５区

出所：ｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾗﾝｸﾞ・ﾗｻｰﾙ(株)

三大都市圏以外の地域

〇地方公共団体が、空き家の現況、

高齢化推計と不動産取引の実態を

連携させて、将来的な空き家発生

予測可能に 

 

〇例えば、空き家の増加が予想される

、高齢化率高・取引少・価格低のエ

リアに空き家対策を重点化 

【活用イメージ】 空き家対策 
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２．不動産市場の環境整備 

（１）不動産ストックの利活用・流通活性化の推進 

空き家等の流通・活用促進事業 
  

６０百万円（前年度４３百万円） 

うち優先課題推進枠６０百万円 
  

本格的な人口減少社会を迎える中、有効活用されずに放置される空き家等は増加傾向に

あり、その対策は喫緊の政策課題となっている。 

  このような遊休不動産について、空き家・空き地バンクを活用したマッチング支援や地

域資源としての活用、地方自治体と宅地建物取引業の連携による新たな需要の創出や流通

促進等の先進的な取組を支援する。 

 

＜内 容＞ 

  ○空き家等の流通・活用促進に向けた地域活動の支援 

地方公共団体等と連携して地域の不動産ストックである空き家等の流通・活用促進 

を図る不動産業団体等のモデル的な取組を支援 

○先進的な取組や優良事例の全国展開 

これまでに支援したモデル的な取組事例について、成功要因や課題等を分析・整理

し、全国的な周知・展開を図ることで、自治体や空き家等を利活用する事業者団体、

空き家所有者などによる、更なる空き家等の利活用を推進 
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所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 
  

９０百万円（前年度５４百万円） 

うち優先課題推進枠９０百万円 
  

人口減少、高齢化の進展等を背景に所有者不明土地が増加していることに鑑み、平成 30

年 6 月に「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」が成立し、令和元年６

月に全面施行された。 

同法の積極的な活用を図るため、新たに創設された地域福利増進事業等に係る先進的な

取組への支援、ノウハウの他地域への普及促進や、地方公共団体に対する所有者探索に係

るノウハウの提供、先進事例の情報共有等を行う。 

こうした地域支援を通じて、所有者不明土地の利用の円滑化と適切な管理を促進する。 

 

＜内 容＞ 

○ 地域福利増進事業等に係る先進的な取組を支援するとともに、ノウハウ等の整理・分

析、他地域への普及を促進 

○ 権利者関連情報の外部提供等による所有者不明土地の適正管理及び有効活用を促す

ためのマニュアル等を作成 

○ 平成 31 年、全国 10 地区に設立した「所有者不明土地連携協議会」等を通じて、市

町村等のニーズを踏まえながら、権利者探索や所有者不明土地の使用等に係る事例集

の作成、権利者探索等の土地関係業務に関する講習会の開催など、関係団体が連携、

協力しきめ細やかに地方公共団体を支援 
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土地基本法の改正を踏まえたランドバンクの活用等による土地の適切な利用・管理の推進 

  

７０百万円（前年度３６百万円） 

うち優先課題推進枠７０百万円 
  

 人口減少・都市部への人口集中に伴い、管理不全土地の増加※が近年課題となっている状

況を踏まえ、土地の利用・管理に関する土地所有者、近隣住民、地方公共団体等の責務及

び役割分担の明確化等を内容とする土地基本法の改正が 2020 年までに予定されている。 

 土地基本法の改正を踏まえ、管理不全土地対策が全国的に実践されていく必要があるが、

管理不全土地の利用・管理に当たっては、個々の利用希望者等だけでは土地所有者等への

接触が困難であること、また管理不全土地を利用・管理する地域の担い手がいないことが

大きな課題となっており、土地所有者、地域住民、専門家、行政が適切に役割分担をしな

がら連携して対応することが求められている。 

 このため空き地等の適切な管理・流通・再生を担うランドバンク等の地域連携に資する

先進的かつ効果的な取組を支援するとともに、管理不全土地の実態等について調査・整理

した上で、管理事例集や役割分担等に関する手引きを作成し横展開を図る。 

 

＜内 容＞ 

○地域連携に資する先進的かつ効果的な取組の支援 

  ・空き地等の適切な管理・流通・再生を担うランドバンクに関する取組支援 

  ・自治体・専門家・ＮＰＯ等との連携や相談体制の構築支援 

  ・地域コミュニティ等による共同利用・管理や管理保全土地の担い手の育成支援 等 

 

 ○管理不全土地の実態等について調査・整理した上で、管理不全土地対策の事例集や、

具体的な管理手法・各主体の役割分担に関する手引きを作成 

   

[地域が連携した管理不全土地対策のイメージ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 管理不全土地･･･適正な管理が行われず、草木の繁茂や害虫の発生等、周囲への悪影響が発生している又は発生する

おそれのある土地 

(参考) 世帯が所有する空き地面積は、この 10 年間で約 1.4 倍に増加（平成 15 年 681k ㎡→平成 25 年 981k ㎡ 

出典:土地基本調査） 
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（２）良好なストック形成のための不動産投資の推進 

ESG 投資等の国際的な動向に対応した不動産投資市場の活性化 
  

６０百万円【新規】 

うち優先課題推進枠６０百万円 
  

 近年、欧米諸国をはじめとして、投資家が投資先に対して ESG（環境・社会・ガバナン

ス）への配慮を求める国際的な動きが拡大している。一方で、我が国の不動産は、ESG 対

応に関する情報開示や ESG の観点からの不動産の評価が不十分であり、海外の機関投資家

等にとって投資適格と見なされないおそれがあることから、ESG への対応に関する望まし

い情報開示のあり方や、不動産における ESG 配慮に係る評価のあり方を検討し、我が国の

不動産投資市場の更なる成長を促進する。 

 

＜内 容＞ 

○ESG 投資等の動向を踏まえた不動産投資市場の環境整備 

   海外不動産ファンドや国内先進事業者がESGの観点でどのような情報開示を行って

いるか等について調査し、TCFD への対応を含め情報開示に関するガイダンスを作成 

※TCFD：2015 年に金融安定理事会が設置した「気候関連財務情報開示タスクフォース」 

○不動産における ESG 配慮に係る評価のあり方検討 

   国内外における ESG に配慮した不動産に係る評価制度の活用事例等を調査・分析

し、ESG 要素（省エネ・健康性・利便性・安全性等）に係る不動産の適切な評価を行

うための仕組みを検討し、不動産鑑定評価基準等へ反映 

 

＜国際的な ESG 投資の拡大：責任投資原則署名機関数・合計資産残高＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜情報開示の調査内容の例＞ 

英国キングスクロス駅周辺 工場跡地を複合施設へ再開発 

社会経済的便益：職業訓練所の設置→600 の職業訓練 

→周辺地域において５年間で 50%の 

雇用増加(ロンドン平均 18%) 

社会的便益：900 の住宅新設のうち 36％が低価格住宅 

(ロンドン平均 25%) 

26 エーカー(全敷地の 40%)のオープンな公共スペース 

環境的便益：中央エネルギーセンターにより熱の 99％をオンサイトで供給 

電力需要の 79％をオフセット 

  

(機関) 

※責任投資原則：UNEP FI(国連環
境計画金融イニシアティブ)等が

ESG 投資のガイドラインとして提
唱したもの 
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不動産証券化手法を活用した投資の促進 
  

７０百万円（前年度 30 百万円） 

うち優先課題推進枠３０百万円 
  

不動産の最適活用を通じた地方創生・東京一極集中の是正を推進するためには、小規模

不動産特定共同事業等の不動産証券化手法を活用した空き家等の再生や公的不動産（PRE）

の利活用事業を地域においても促進することが有効であるが、特に地方において、そのノ

ウハウが依然として不足していることが課題となっている。このため、PRE 等の証券化に

関する地方公共団体・事業者等のネットワーク構築、空き家等の再生や PRE の活用に向け

た不動産証券化のモデル事業支援等を行う。 

また、金融商品取引法改正により、暗号資産（いわゆる仮想通貨）や電子記録移転権利

（いわゆるトークン）が金融商品取引法上位置づけられたが、不動産投資においても、こ

れらの手法と既存の法規制の関係性を整理し、必要な制度検討を行うことが求められてい

る。 
  

＜内 容＞ 

○不動産証券化手法を活用した地域振興のためのネットワークの形成促進 

・PRE 等の証券化に関する地方公共団体・事業者等のネットワーク構築 

（全国 10 ブロックで実施予定） 

・空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化のモデル事業支援 

・小規模不動産特定共同事業の業務管理者への支援（相談窓口の設置） 
  

○金融技術の進展等を踏まえた不動産投資市場の環境整備 

・不動産分野における暗号資産やトークンの活用等に関する調査 

・不動産投資における暗号資産等の位置づけの整理・検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

＜小規模不動産特定共同事業の例＞ 

＜不動産特定共同事業の例＞ 
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（３）不動産業の健全かつ持続的な発展の推進 

「不動産業ビジョン２０３０」を踏まえた不動産業の持続的発展に向けた環境整備 
  

３０百万円【新規】 
  

 不動産業の持続的な発展を確保するための官民共通の指針として四半世紀ぶりにとりま

とめられた「不動産業ビジョン２０３０～令和時代の『不動産最適活用』に向けて～」を

受け、本ビジョンで今後の課題とされた「技術革新・業務効率化」「事業承継」「不動産教

育」に関し、施策の具体化を進める。 

 

＜内 容＞ 

○中小不動産業者による新技術等を活用した不動産取引の促進 

中小不動産業者による不動産取引において、ＡＩやＩｏＴ等の新技術を活用する先進

的な取組に係るモデル実証を行い、中小不動産業者による新技術の導入の効果や課題の

把握、利用促進に向けた普及啓発を実施 

 

○「地域の守り手」としての不動産業者の円滑な事業承継等の支援 

地域の事情に精通し「地域の守り手」として地域課題の解決等に貢献する不動産業者

について、事業の継続の実態について把握するとともに、事業承継に関する課題・ノウ

ハウ・好事例を把握し、円滑な事業承継に向けた支援策のあり方を検討 

 

○不動産業の発展を担う不動産教育・人材育成の推進 

国民の不動産リテラシーの向上や将来の不動産業を担う人材育成を推進するため、国

内外の教育現場や不動産業界・企業における不動産教育・人材育成の実態を把握し、不

動産教育の充実や不動産業を担う人材育成・確保に向けた方策のあり方を検討 

 

  

 インターネットで予約しスマートフォン等でドアを
解錠、不動産会社の立会い不要で内覧可能。

 事務所にいながら開錠状況の確認等が可能。

対象用途 賃貸居住用物件

想定顧客 賃貸管理会社

提供対象 一般消費者・賃貸仲介会社

有償/無償 有償

導入効果 業務効率の向上

新技術を活用した不動産サービスの事例

【内覧】セルフ内覧システム【接客】顧客管理システム

 消費者の希望条件に合わせて自動的に賃貸物件を抽出
しメール配信

 顧客の管理や営業タスクの管理

 消費者ごとの専用ページを自動生成。Web上で物件
詳細を確認でき、リアルタイムでのやりとりが可能。

対象用途 賃貸居住用物件（マンション、アパート）

想定顧客 不動産仲介会社

提供対象 不動産の借り主

有償/無償 有償

データソース 管理物件データ

導入効果 追客・顧客管理の効率化

メールマガジン

自動物件提案メール

顧客専用マイページ

自動問い合わせメール

仲介会社 消費者
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サブリースに関連した投資勧誘や
家賃保証を巡るトラブル

書類審査により煩雑で負担の
大きい業者登録の申請手続き等

●賃貸住宅管理業務の適正化
●貸主及び借主の利益保護

●申請者の負担軽減
●事務処理の業務効率化

賃貸住宅管理業のルール強化・
未登録業者の登録促進に向けた

環境整備

登録申請手続等の
円滑化に向けた環境整備

  

賃貸住宅管理業の制度の適正化に係る環境整備 
  

５０百万円（前年度１４百万円） 
  

 近年、サブリースに関連した投資勧誘や家賃保証を巡るトラブル等、賃貸住宅に関する

トラブルが社会的な問題となっているため、賃貸住宅管理業のルール強化や、未登録業者

の登録促進に向けた環境整備を行い、賃貸住宅管理業の適正化を図る。 

 

＜内 容＞ 

○賃貸住宅管理業のルール強化・登録促進に向けた環境整備 

・制度の円滑な運用に向けた方策検討（登録申請マニュアルの策定等） 

・制度の周知・普及（リーフレット等の作成・広報、説明会の開催等） 

○登録申請手続等の円滑化に向けた環境整備（電子申請システム構築に向けた検討） 

 

 

 

 

 
  

民泊管理業の健全な発展に係る環境整備 
  

３０百万円（前年度１０百万円） 

うち優先課題推進枠３０百万円 
  

平成３０年 6 月１５日に住宅宿泊事業法が施行され、我が国の不動産ストックを宿泊施

設などに利活用するため、民泊管理業者（住宅宿泊管理業者）の適正な運営を確保するこ

とにより、民泊管理業の健全な発展を図っていくことが必要である。 

 このため、民泊管理業の業務実態を調査分析し、安全・安心かつ快適な民泊サービスの

提供を促進する。 

＜内 容＞ 

○民泊管理業の業務実態把握のための調査検討 

  ・住宅宿泊事業法に位置づけられた住宅宿泊管理業者の業務実態の把握、課題の分析

及びルール強化の検討等 

 

  

民泊管理業の概要
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３．建設市場の環境整備 

（１）建設産業の働き方改革の推進 

  

２４１百万円（前年度１０４百万円） 

うち優先課題推進枠１００百万円 
  

令和元年４月より施行された働き方改革関連法の成立に伴い、建設業については、令和

６年４月より、時間外労働の上限規制が適用されることとなった。 
長時間労働の是正等、建設業における働き方改革の推進に向けては、関係者が総力を上

げて取り組むことが必要である。そのためには、先の通常国会において成立した新・担い

手３法の趣旨も踏まえ、建設業の担い手（技術者・技能者）の確保・育成や長時間労働是

正のための実効性のある制度運用、建設業者が自ら生産性向上に取り組みやすい環境の整

備を図ることが不可欠である。 
  

＜内 容＞ 

○適正な工期設定・施工時期の平準化等による働き方改革の推進 

改正建設業法等を踏まえ、民間発注団体や建設業団体等と連携した関係者による

推進体制を構築し、公共工事の取組（週休２日を前提とした適正な工期設定、施工時

期の平準化等）の浸透や改正建設業法等の実効性ある取組を推進するため、以下の

施策を実施 

・「著しく短い工期」の契約に係る発注者への勧告（※）に向け、民間発注工事にお

ける工期の設定方法について実態を調査 

・建設資材製造業者への勧告（※）に向け、建設資材の活用状況について実態を調査 

・時間外労働の上限規制に向け、技術者・技能者の労働実態を調査 

・全ての地方公共団体等公共工事発注者に対して、施工時期の平準化・ダンピング

対策等の取組状況を調査・公表し、取組の「見える化」を推進 

・週休 2 日確保や工期適正化等に取り組む民間発注者を対象に先導的モデル事業の

事例集を拡充 

・民間工事における生産性向上の方策（ＢＩＭの活用等）を周知 

（※）令和２年１０月より施行予定 
  

○建設技術者の働き方改革の推進 

建設技術者の長時間労働の是正のため、専門工事一括管理施工制度の運用開始

（※）に向けて、施工体制の実態調査・分析や、現場技術者の配置合理化に向けた事

例調査・制度の適用範囲についての検討を行うとともに、担い手確保のための若手

技術者の活用の方策を検討 

（※）令和２年１０月より施行予定 
  

○建設業許可等の電子申請化に向けた調査・検討 

建設業許可申請や経営事項審査申請において、現在書面で行われている手続につ

いて、申請書類等の簡素化を図るとともに、将来的な電子申請化に向けての課題等

に関する調査・検討を実施 
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○建設業許可等の電子申請化に向けた調査・検討 

○適正な工期設定等による働き方改革の推進 

○建設技術者の働き方改革の推進 

時間外労働の 

実態調査 

国交省・民間発注団体・建設業団体等が連携 

優良事例集の 

作成 
生産性向上の

取組強化 

全国の民間発注工事現場への普及・改善 

○新・担い手３法（品確法と建設業法・入契法の一体改正）の概要 

＜元請の監理技術者＞ ＜若手技術者の活用＞ 

 

工期の設定 

方法の調査 
建設資材の 

活用状況の調査 

＜下請の主任技術者＞ 
※専門工事一括管理施工制度 
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（２）建設産業の担い手確保・育成 

誰もが安心して働き続けられる環境整備 
  

２０８百万円（前年度４６百万円） 

うち優先課題推進枠１３８百万円 
  

建設業の担い手の確保・育成に向け、女性活躍の推進、社会保険加入の徹底・定着及び

人材育成と担い手の裾野拡大に取り組むとともに、建設キャリアアップの促進・活用を図

ることにより、建設技能者の効果的・継続的な技能習得と技能・経験に応じた適正な処遇

を実現する。 

＜内 容＞ 

○女性活躍の推進 

      建設業界が自律的・継続的に女性活躍の推進に取り組める環境を整備するため、以

下の取組を実施する。 

     ・地域ブロック又は都道府県でのアクションプログラムの策定に向けた検討 

     ・建設業の女性活躍「成功・失敗事例集」の策定 

     ・女性技術者・技能者の就業継続や職場復帰に役立つ地域セミナーの開催 
  

○社会保険加入の徹底・定着 

社会保険未加入企業に対し建設業許可・更新を認めない仕組みとする建設業法改正

の施行（令和 2 年 10 月に施行予定）を見据え、下請企業まで社会保険加入を徹底し、

法定福利費等を行き渡らせるため、以下の取組を実施 

・建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会（関係省庁、建設業団体等で構成）の開 

催 

・法定福利費の更なる見える化の推進や法定福利費等の支払い状況実態調査の実施 

   ・社保加入要件化に伴う一人親方化の実態把握、偽装請負防止に必要な取組の実施 
  

○建設業における人材育成と担い手の裾野拡大 

 建設技能者の技能等の向上を努力義務とする建設業法改正を踏まえ、技能等の向上

に資する取組ができるよう環境整備を行うとともに、就職氷河期世代を含む幅広い担

い手の確保をするため、以下の取組を実施 

     ・「建設技能トレーニングプログラム（建トレ）」について、「中堅編（仮）」（現 

在、公開されている「基礎編」と「職長編」の中間位のレベル）を新たに作成 

     ・複数職種が一体となって建設業の魅力を PR する出前授業等の優良事例集の策定・

水平展開 

     ・建設業に従事する者のキャリアパス（能力評価基準を踏まえたキャリアパス）、 

働き方改革の取組、新技術の活用、多能工としての活躍 等の PR 手法の構築 
  

○建設キャリアアップの促進・活用 

   建設キャリアアップシステムの普及に合わせて、建設技能者と専門工事企業が適正 

に評価され、処遇改善に繋がる環境を整備するため、以下の取組を実施する。 

     ・建設キャリアアップシステムや建設技能者の能力レベル判定システムと連携した、

専門工事企業の施工能力等の見える化システムを構築 

     ・専門工事企業の情報を「見える化」することで、適切に評価されるような仕組みの

構築を図り、建設技能者の処遇改善が促進されるための環境を整備  
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人材育成と担い手の裾野拡大 

基礎編 

中堅編（仮） 

職長編 

指導者編 

【建トレの作成イメージ】 

基礎編と職長編

の間の技能レベ

ルの教材を作成 

 

参考：基礎編(左官) 

○地域ブロック又は都道府県でのアクションプロ 

グラム策定に向けた検討 

○建設業の女性活躍「成功・失敗事例集」の策定 

○女性技術者・技能者の就業継続や職場復帰に役

立つ地域セミナーの開催 

建設業における女性活躍の推進に関する新計画を

策定（令和元年中を目途） 

【企業単位・３保険の加入割合の推移】 

※公共事業労務費調査（平成 30 年 10 月調査） 

  元請：98.4％ 
１次下請：97.2％ 
2 次下請：94.6％ 
3 次下請：90.5％ 

下請の次数が上がる 

ほど加入割合は低下 

【協議会の開催】 

・協議会を中心に、関係省庁、建設業団体

等が連携して、建設業における社会保険

加入対策や処遇改善の取組を推進 

【イメージ】 

労働力調査（H30）を基に国土交通省が作成 

社会保険加入 

女性活躍 

建設キャリアアップの促進・活用 
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 建設分野の外国人材の適正活用に向けた特別監査・巡回指導や管理システムの運営等の推進 
  

２７０百万円（前年度２２４百万円） 

うち優先課題推進枠２７０百万円 
  

 令和元年４月より施行された改正入管法に基づく新たな在留資格「特定技能」にて受け

入れる外国人材について、国土交通省が認定した計画（建設特定技能受入計画）どおりの

賃金、就労環境等が確保されるよう、適切な就労の監理を実施する。当面の一時的な建設

需要増大に対応するための「外国人建設就労者受入事業」の制度推進事業についても引き

続き実施する。 

特定技能…深刻化する人手不足に対応するため、生産性向上や国内人材の確保のための取組を行ってもな 

お人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野において、一定の専門性・技能を有し 

即戦力となる外国人に対する新たな在留資格 

＜内 容＞ 

○重点監査対象企業等に対する適正就労監理機関による特別監査（特定技能）【新規】 

○受入企業に対する定期巡回指導・母国語相談（外国人建設就労者）【継続】 

○外国人材就労管理システムの維持・運営【新規】 

オンライン申請及び建設キャリアアップシステムとの連携による監理の効率化 

○外国人材の受入状況（賃金水準を含む）に係る実態把握調査【継続】 

○制度の情報共有・協議のための協議会及び国内外への周知・説明会の実施【新規】 

○海外試験実施のための海外調査【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

  

外国人材受入れ制度推進事業のイメージ 

外国人 
受入企業 

特定監理団体 
 

特定監理団体及び 
適正監理計画の認定 
巡回訪問 等 

国土交通省 

元請企業 

受入企業への指導 

人材紹介監査・支援 

人材送出し 
 

応
募 

・
選
考 

外国人 

受入企業 

（一社）建設技能人材機構 

定期報告の聴取 

受入計画の認定 
委託機関による巡回訪問 等 

国土交通省 

法務省 雇用契約 

元請企業 

受入企業への指導 

 
登録支援機関 

支援 

適正就労監理機関 

海外提携教育機関 

相談通報 
転職支援 

応募 
試験 
選考 

外国人建設就労者受入事業(2015年度～2022年度末（新規受入は 2020年度末まで）） 

特定技能１号（2019年４月～） 

雇用契約 

提携 

業務提携 登録・連携 

人材紹介 

「建設特定技能受入計画」における国土交通大臣認定の主な審査基準 

 (1) 同一技能の日本人と同等額以上の賃金を支払うこと 

 (2) 特定技能外国人に対して、月給制により報酬を安定的に支払うこと 

 (3) 建設キャリアアップシステムに登録していること 

 (4) １号特定技能外国人（と外国人建設就労者との合計）の数が、常勤職員の数を超えないことこと 
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建設職人の安全・健康の確保の推進 
  

３０百万円（前年度１１百万円） 
  

 建設工事の現場での災害により、いわゆる一人親方等を含めた建設工事従事者全体で年

間約 400 人もの尊い命が失われている。このような状況の中、「建設工事従事者の安全及

び健康の確保の推進に関する法律（平成 28 年法律第 111 号）」に基づく基本計画（平成

29 年 6 月 9 日閣議決定）が令和２年度には見直し時期を迎える。 

 令和元年度は、この基本計画に基づき、安全衛生経費が下請まで適切に支払われるよう

な施策の検討を行っている。令和２年度は、当該検討を踏まえ、安全衛生経費が下請まで

適切に支払われるよう、標準リスト等を作成するとともに、基本計画について施策の進捗

状況を点検・評価し、必要な見直しを行う。また、都道府県における建設工事従事者の安

全及び健康の確保に関する計画について、計画策定や計画に基づき実施する取組の支援を

行う。 
  

＜内 容＞ 

 ○基本計画の見直し検討 

・基本計画に位置付けられた施策の進捗状況の点検・評価 

・点検等を踏まえ、今後の見直しの方向性検討 

 ○安全衛生経費の適切な支払いに必要なひな形の検討 

・安全衛生経費の「標準リスト」の作成 

 ○都道府県における計画の策定・実行の支援 

・都道府県における建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する計画策定や計画に 

基づき実施する取組の支援（取組好事例の横展開等） 
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（３）建設産業の生産性向上の推進 

地域建設産業の生産性向上及び持続性確保 
  

３０百万円（前年度１０百万円） 
  

中小・中堅建設企業の生産性向上は必要不可欠であるが、個社レベルでは投資資金・人

材が限られており、またノウハウが十分に蓄積されておらず、取組が進捗していない。 

そのため、多能工化の推進、技術革新への対応や企業活動の継続促進に関する相談支援

等を行うことで、地域における中小・中堅建設企業の生産性向上と持続性確保を推し進め

る必要がある。 

 

＜内 容＞ 

○建設業に精通した中小企業診断士等の専門家よりアドバイスを受けられる「相談支

援」、また、特に中小・中堅建設企業が抱える課題解決の参考となるモデル性の高い

取組を重点的に支援する「重点支援」を実施 

 ＜推進する主な取組＞・多能工化の推進 

・技術革新への対応（ＩＣＴ技術など） 

・企業活動の継続促進 

○本支援での事例を通じて、取り組む際の手法や留意点等に関する手引きや事例集を作

成し、効果的な横展開を実施 
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４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 

（１）建設企業等のための海外ビジネス環境の整備 
  

６０百万円（前年度１８百万円） 

うち優先課題推進枠６０百万円 
  

「成長戦略フォローアップ」や「インフラシステム輸出戦略」において、質の高いイン

フラの海外展開に向けた取組を官民一体で推進することが求められており、インフラの建

設主体となる我が国建設企業等の海外における事業展開はますます重要性を増している。 

そのため、相手国政府との協議や関係構築等により我が国建設企業等の海外進出に向け

た環境整備を図る。 

 

＜内 容＞ 

 ○二国間の枠組の構築・関係強化 

・二国間会議の開催等を通じた日本の建設関連制度等の紹介 

 ※7 ヶ国と計 29 回の会議を開催（平成 18 年～） 

・日本企業が相手国市場へ事業展開するためのビジネスマッチング 

 

○日本の知見を活かした新興国における制度整備の支援 

・建設業関連法の制定に向けた専門家の派遣 

・ASEAN 等の政府職員を招聘する研修の実施 
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過去最高 
約1.93兆円 

 （兆円） 

 

我が国建設企業の海外受注実績推移 

約0.9兆円 

 

（年度） 

     出所:(一社)海外建設協会 

「日本・インドネシア建設会議」の様子 

「ASEAN 諸国等政府職員に向けた建設産業政策 
プログラム」石井大臣表敬訪問の様子 
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（２）建設企業等のための海外ビジネス機会の創出 
  

１２５百万円（前年度７９百万円） 

うち優先課題推進枠１２５百万円 
  

我が国建設企業等の海外事業推進のため、民間企業単独の取組では難しい新たなビジネ

ス機会の創出を図る。特に、南アジアやアフリカ等の新市場や、施設運営・維持管理まで

行う O＆M 等の新分野における事業を進める。更に、新興国での円滑な入札、契約及び施

工のため、国際業務に精通したグローバル人材育成や外国人材登用に向けた取組を行う。 

 

＜内 容＞ 

○中堅・中小企業の海外進出支援  

・協議会（JASMOC）を通じた情報共有や現地へのミッション団派遣 

○拠点国と連携したアフリカ等の第三国への展開 

・トルコ等の拠点国企業とのビジネスマッチングの開催 

○相手国政府と連携した PPP プロジェクトの組成 

・政府間プラットフォームを活用した具体的案件形成の支援 

○建設産業の新市場・新分野におけるビジネスモデル展開 

・ビジネスモデル展開に向けた体制強化に係る検討を実施 

○国際人材活用・育成支援 

・グローバル人材育成に向け海外でのスタディツアーや国内セミナー等を実施 

・進出先における優秀なエンジニアの採用のため、現地教育機関等とセミナーを開催 

 
  

（３）我が国不動産企業の海外展開の強化 
  

４０百万円（前年度１０百万円） 
  

 都市開発・不動産開発の市場規模は、アジア新興国を中心に、今後も拡大を続ける見込みで

あり、スマートシティ等に対する関心も高まっている。 

他方、新興国を中心とする海外の不動産業は、各国特有の規制等が存在するため、我が国不

動産企業にとって参入負担が大きく、政府支援が必要である。 

＜内 容＞ 

  

 

 

○不動産事業者の海外進出に向けた協議会の設立 

・協議会会員向けに海外進出に関する情報提供や国内セミナー開催 

○新興国における不動産制度調査 

・ASEAN等の市場調査、競争力強化戦略の検討、現地へのミッション団の派遣 

 

ジャスモック 

 

ＪＡＳＭＯＣミッション団 
（現地でのビジネスマッチングの様子） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


